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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シクロオレフィンフィルムの少なくとも一方の表面に、直接又は他の層を介してハード
コート層及び低屈折率層をこの順で積層した反射防止フィルムであって、
　前記低屈折率層の屈折率は、前記シクロオレフィンフィルムの屈折率より低く、
　前記低屈折率層が、少なくとも紫外線硬化アクリル樹脂、中空微粒子、及びアルコール
変性反応性シリコーン化合物を含み、
　前記アルコール変性反応性シリコーン化合物は、前記紫外線硬化アクリル樹脂１００重
量部に対し、１．０重量部以上２０．０重量部以下含有することを特徴とする反射防止フ
ィルム。
【請求項２】
　前記アルコール変性反応性シリコーン化合物の、官能基当量（ｇ／ｍｏｌ）が１０００
以上であることを特徴とする請求項１記載の反射防止フィルム。
【請求項３】
　前記アルコール変性反応性シリコーン化合物の屈折率が１．４３以下であることを特徴
とする請求項１または２に記載の反射防止フィルム。
【請求項４】
　前記シクロオレフィンフィルムが１／４波長板の特性を有するフィルムであることを特
徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の反射防止フィルム。
【請求項５】
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　請求項１～４のいずれか一項に記載の反射防止フィルムを用いたフラットパネル表示装
置またはタッチパネル一体型表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シクロオレフィンフィルムの少なくとも一方の表面にハードコート層及び低
屈折率層を有する反射防止フィルム、及びこの反射防止フィルムを備える表示装置または
それを用いたタッチパネル一体型表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　陰極管表示装置（ＣＲＴ）、プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）、液晶表示装置（ＬＣＤ
）、有機ＥＬ表示装置のような画像表示装置において、外光の反射によるコントラスト低
下や像の映り込みを防止するために、光学干渉の原理を用いて反射率を低減するフィルム
状の反射防止フィルムがディスプレイの最表面に一般に配置される。さらに、近年では、
各種ディスプレイを室外で使用する機会がさらに増えてきており、そのため表示品質をよ
り向上して表示画像を明確に認識する必要する必要がある。
　反射防止フィルムは、一般に透明樹脂基材の上に、ハードコート層、高屈折率層、中屈
折率層、低屈折率層などの光学的機能層を積層して形成されている。この反射防止フィル
ムは、可視光の広範囲にわたる反射防止効果を有し、ディスプレイ表面に貼り合せる等に
より使用される。
【０００３】
　低屈折率層は、層中に空孔を設け空気混入により屈折率を下げる方法や、屈折率の低い
フッ素含有有機材料や低屈折率の微粒子を含有させる方法によって得ることができる（特
許文献１）。一方、反射防止フィルムは、その最外層に使用する目的から、良好な外観、
耐擦傷性、各層の密着性などの特性が求められる。そのため、低屈折率層は、ハードコー
ト層、高屈折率層、中屈折率層などの下地の層と密着性を高めると共に、視認性を高める
必要がある。密着性を高める方法としては、低屈接率層を形成する下地に、コロナ処理等
の表面処理を行う方法が知られている（特許文献２）が、低屈折率層の下地にコロナ処理
などの表面処理を行うと、表面処理のムラや、表面処理により発生する静電気による異物
混入などにより、低屈折率層の外観不良が発生する問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２６５８６６号公報
【特許文献２】特開平９－２２２５０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、耐擦傷性、密着性、外観特性が良好である反射防止フィルムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、低屈折率層中にアルコール変性反応性シリコーン化合物を含有し、その
含量を特定のものとすることによって上記課題が解決されることを見出した。
【０００７】
すなわち、本発明は、
〔１〕シクロオレフィンフィルムの少なくとも一方の表面に、ハードコート層及び低屈折
率層をこの順で積層した反射防止フィルムであって、
　低屈折率層が、少なくとも紫外線硬化樹脂、中空微粒子、及びアルコール変性反応性シ
リコーン化合物を含み、
　アルコール変性反応性シリコーン化合物は、紫外線硬化樹脂１００重量部に対し、１．
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０重量部以上２０．０重量部以下含有することを特徴とする反射防止フィルム。
【０００８】
〔２〕前記アルコール変性反応性シリコーン化合物の、官能基当量（ｇ／ｍｏｌ）が１０
００以上であることを特徴とする〔１〕記載の反射防止フィルム。
〔３〕前記アルコール変性反応性シリコーン化合物の屈折率が１．４３以下であることを
特徴とする〔１〕または〔２〕に記載の反射防止フィルム。
【０００９】
〔４〕前記シクロオレフィンフィルムが１／４波長板の特性を有するフィルムであること
を特徴とする〔１〕～〔３〕のいずれかに記載の反射防止フィルム。
〔５〕〔１〕～〔４〕のいずれか一項に記載の反射防止フィルムを用いたフラットパネル
表示装置またはタッチパネル一体型表示装置。
である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、シクロオレフィンフィルムの少なくとも一方の表面にハードコート層
及び低屈折率層を有する、密着性および視認性に優れた反射防止フィルムを得ることがで
きる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下本発明を詳細に説明する。なお、本発明において特許請求の範囲及びその均等の範
囲を逸脱しない限りにおいて、好ましい態様は任意に変更して実施しうる。
【００１２】
　本発明の反射防止フィルムは、シクロオレフィンフィルムの少なくとも一方の表面に、
ハードコート層及び低屈折率層をこの順で積層し、低屈折率層には、紫外線硬化樹脂、中
空微粒子、及びアルコール変性反応性シリコーン化合物を含む。
【００１３】
〔シクロオレフィンフィルム〕
　本発明のハードコートフィルムは、シクロオレフィン系重合体からなるシクロオレフィ
ンフィルムを用いる。シクロオレフィン系重合体としては、特開平３－１４８８２号や特
開平３－１２２１３７号、特開平４－６３８０７号などで公知の樹脂であり、具体的には
、ノルボルネン系単量体の開環重合体、その水素添加物、ノルボルネン系単量体の付加型
重合体、ノルボルネン系単量体とオレフィンの付加型重合体、単環の環状オレフィン系重
合体、環状共役ジエン系重合体、ビニル脂環式炭化水素系重合体樹脂、これらの重合体の
変性物などが挙げられる。より具体的には、日本ゼオン（株）製のゼオネックスやゼオノ
ア（ノルボルネン系樹脂）、住友ベークライト（株）製 スミライトＦＳ１７００、ＪＳ
Ｒ（株）製 アートン（変性ノルボルネン系樹脂）、三井化学（株）製 アペル（環状オレ
フィン共重合体）、Ｔｉｃｏｎａ社製の Ｔｏｐａｓ（環状オレフィン共重合体）、日立
化成（株）製 オプトレッツＯＺ１０００シリーズ（脂環式アクリル樹脂）等が挙げられ
る。
【００１４】
　本発明においては、シクロオレフィン系重合体の数平均分子量は、トルエン溶媒による
ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィ）法で測定したポリスチレン換算値
で、１０，０００～２００，０００、好ましくは１５，０００～１００，０００、より好
ましくは２０，０００～５０，０００のものである。また、シクロオレフィン系重合体は
、ガラス転移温度が、好ましくは８０℃以上、より好ましくは１００～２５０℃である。
【００１５】
　本発明で用いるシクロオレフィン系重合体には、所望により、フェノール系やリン系な
どの老化防止剤；フェノール系などの熱劣化防止剤；ベンゾフェノン系などの紫外線安定
剤；アミン系などの帯電防止剤；脂肪族アルコールのエステル、多価アルコールの部分エ
ステル及び部分エーテルなどの滑剤；などの各種添加剤を添加してもよい。また、本発明
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の目的を損なわない範囲で、他の樹脂などを混合して用いることもできる。
【００１６】
　本発明で用いるシクロオレフィンフィルムは、シクロオレフィン系重合体をフィルム状
に成形したものである。成形方法は、特に限定されないが、熱可塑性樹脂の一般的成形法
である、射出成形、溶融押し出し、熱プレス、溶剤キャスト、延伸などを用いることがで
きる。
【００１７】
　シクロオレフィンフィルムは、膜厚が１０μｍ以上１００μｍ以下が好ましく、より好
ましくは２０μｍ以上６０μｍ以下である。
【００１８】
　本発明で使用されるシクロオレフィンフィルムは、その目的によって、１０ｎｍ以下の
面内及び／または厚み方向のレターデーション値であるものや、可視光５５０ｎｍの透過
光に対する面内のレターデーション値が１００～１５０ｎｍを示し、厚み方向のレターデ
ーション値が６０～２２５ｎｍの範囲にある１／４波長板の特性を有するフィルムであっ
てもよい。
【００１９】
　面内方向のレターデーション（Ｒｅ）のバラツキ、厚み方向のレターデーション（Ｒｔ
ｈ）のバラツキは、好ましくは１０ｎｍ以内、より好ましくは５ｎｍ以内、特に好ましく
は２ｎｍ以内である。前記面内方向のレターデーションＲｅのバラツキ、厚み方向のレタ
ーデーション（Ｒｔｈ）のバラツキを、上記範囲にすることにより、液晶表示装置用の位
相差フィルムとして用いた場合に表示品質を良好なものにすることが可能になる。
【００２０】
　上記可視光５５０ｎｍの透過光に対する面内のレターデーション値が１００～１５０ｎ
ｍを示し、厚み方向のレターデーション値が６０～２２５ｎｍの範囲にある１／４波長板
の特性を有するフィルムは、シクロオレフィン系重合体から得られる未延伸フィルムを一
軸、二軸又は斜め延伸することにより、好適に得られる。延伸方法は特に限定はされない
が、ロール方式、フロート方式の縦延伸法、テンター方式の横一軸延伸と同時二軸延伸が
挙げられる。さらに、長尺のフィルムを連続的に斜め延伸処理することができるものであ
れば、特に制約されず、種々のタイプの延伸機を使用することができる。
【００２１】
　上記の斜め延伸によって得られるフィルムは、残留揮発性成分の含有量が、好ましくは
０．１重量％以下、より好ましくは０．０５重量％以下、さらに好ましくは０．０２重量
％以下である。残留揮発性成分の含有量が多いと経時的に光学特性が変化するおそれがあ
る。揮発性成分の含有量を上記範囲にすることにより、寸法安定性が向上し、面内方向レ
ターデーションＲｅや厚さ方向レターデーションＲｔｈの経時変化を小さくすることがで
きる。
【００２２】
　未延伸フィルムを斜め延伸するときの温度は、前記シクロオレフィン系重合体のガラス
転移温度をＴｇとすると、好ましくはＴｇ－３０℃からＴｇ＋６０℃の間、より好ましく
はＴｇ－１０℃からＴｇ＋５０℃の温度範囲である。また、延伸倍率は、通常、１．０１
～３０倍、好ましくは１．０１～１０倍、より好ましくは１．０１～５倍である。
【００２３】
　延伸されたシクロオレフィンフィルムの平均厚みは、機械的強度などの観点から、好ま
しくは２０μｍ以上２５０μｍ以下、さらに好ましくは２３μｍ以上１８８μｍ以下であ
る。また、延伸フィルムの幅方向の厚みムラは巻き取りの可否に影響を与えるため、好ま
しくは３μｍ以下、より好ましくは２μｍ以下である。
【００２４】
　未延伸フィルムを成形する方法としては特に制約されず、公知の成形法を採用すること
ができる。例えば、加熱溶融成形法、溶液流延法のいずれも採用することができるが、シ
ート中の揮発性成分を低減させる観点から、加熱溶融成形法を用いるのが好ましい。加熱
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溶融成形法は、さらに詳細には、溶融押出成形法、プレス成形法、インフレーション法、
射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる。これらの中で、機械的強度お
よび表面精度などに優れる延伸フィルムを得るためには、溶融押出し成形法を用いるのが
好ましい。
【００２５】
　成形条件は、使用目的や成形方法により適宜選択されるが、溶融押出成形法による場合
は、シリンダー温度が、好ましくは１００～６００℃、より好ましくは１５０～３５０℃
の範囲で適宜設定される。
【００２６】
　未延伸フィルムの厚みは、得られる延伸フィルムの使用目的などに応じて適宜決定する
ことができる。フィルムの厚みは、安定した延伸処理による均質な延伸フィルムが得られ
る観点から、好ましくは３０μｍ以上３００μｍ以下である。
【００２７】
　前記シクロオレフィン系重合体は、顔料や染料のごとき着色剤、蛍光増白剤、分散剤、
熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、酸化防止剤、滑剤、溶剤などの配合剤
が適宜配合されたものであってもよい。
【００２８】
　紫外線吸収剤としては、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール
系化合物、サリチル酸エルテル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、ジアノアクリレート
系化合物等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００２９】
〔低屈折率層〕
　本発明の実施形態において、シクロオレフィンフィルムの屈折率より低い層を低屈折率
層という。低屈折率層の屈折率としては、２３ ℃ 、波長５５０ｎｍ で１．３０ 以上 
１．４５以下の範囲のものが好ましい。より好ましくは、１．３５以上１．４０以下の範
囲である。　
【００３０】
　本発明の反射防止フィルムの低屈折率層は、少なくとも紫外線硬化樹脂と中空微粒子、
及びアルコール変性反応性シリコーン化合物を含む。低屈折率層の形成は、紫外線硬化樹
脂と、紫外線硬化樹脂１００重量部にアルコール変性反応性シリコーン化合物を１．０重
量部以上２０．０重量部以下含有し、必要に応じて他の成分とを含む低屈折率層形成組成
物をハードコート層上に塗布して、紫外線を照射することにより形成される。
【００３１】
　低屈折率層形成組成物の塗布する方法は、スピンコート法、ディップ法、スプレー法、
スライドコート法、バーコート法、ロールコーター法、スクリーン印刷法等、公知の方法
を挙げることができる。前記低屈折率層形成組成物の硬化手段は特に制限されないが、紫
外線を照射することによって、硬化することができる。低屈折率層形成組成物塗布後の紫
外線硬化型樹脂組成物を紫外線照射により硬化させる照射時間は通常０．０１秒から１０
秒の範囲であり、エネルギー線源の照射量は、紫外線波長３６５ｎｍでの積算露光量とし
て、通常４０ｍＪ／ｃｍ２から１０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲である。また、紫外線の照射
は、例えば窒素及びアルゴン等の不活性ガス中において行ってもよく、空気中で行っても
よい。
【００３２】
　低屈折率層の層厚は、膜厚７０ｎｍ以上１２０ｎｍ以下が好ましく、より好ましくは８
０ｎｍ以上１１０ｎｍ以下である。、反射防止フィルムの低屈折率層の層厚が、７０ｎｍ
未満であれば、光学干渉層としての機能を十分に果たすことができず、反射防止フィルム
の反射防止性能が低下するので、好ましくない。また低屈折率層の層厚が、１２０ｎｍを
超えると、反射色に色味が付き黒表示の時の色再現性が無くなるため、表示パネルの視認
性を向上するという要望に応えることができなくなり、好ましくない。
【００３３】
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（アルコール変性反応性シリコーン化合物）
　本発明で低屈折率層の形成に用いるアルコール変性反応性シリコーン化合物は、ポリシ
ロキサンの側鎖、片末端または両末端に水酸基で置換された反応性タイプの変性シリコー
ン化合物である。例えば、東レ・ダウコーニング社製のＳＦ８４２８、ＢＹ１６－２０１
、ＢＹ１６－００４、ＳＦ８４２７、信越シリコーン社製のＸ－２２－４０３９、Ｘ－２
２－４０１５、Ｘ－２２－１６０Ｓ、ＫＦ－６００１、ＫＦ－６００２、ＫＦ－６００３
、Ｘ－２２－１７０ＢＸ，Ｘ－２２－１７０ＤＸ、モメンティンブ社製ＸＦ４２－Ｂ０９
７０が挙げられる。
【００３４】
　アルコール変性反応性シリコーン化合物の官能基当量（ｇ／ｍｏｌ）は、１０００以上
が好ましく、より好ましくは１２００以上、さらに好ましくは１５００以上である。官能
基当量が１０００以上の場合、下地との密着性及び防汚性が向上する。官能基当量の上限
は特に制限は無いが、５０００以下、さらに好ましくは４０００以下であることが好まし
い。官能基当量は、下記の式から算出することができる。
　　　官能基当量（ｇ／ｍｏｌ）＝分子量／水酸基価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）
【００３５】
　官能基当量とは、官能基１個当たりに結合している主骨格の質量を意味している。標準
単位ｇ／ｍｏｌに関しては、官能基１ｍｏｌと換算している。
【００３６】
　水酸基価とは、ＪＩＳ－Ｋ－００７０に準じて、試料1g中に含まれるＯＨ基をアセチル
化するために要する水酸化カリウムのｍｇ数である。無水酢酸を用いて試料中のＯＨ基を
アセチル化し、使われなかった酢酸を水酸化カリウム溶液で滴定し、下記の計算式を基に
算出する。
水酸価量＝（（Ａ－Ｂ）×ｆ×２８．０５）／試料（ｇ）＋酸価
Ａ：空試験に用いた０．５ｍｏｌ／ｌ水酸化カリウムエタノール溶液の量（ｍｌ）
Ｂ：滴定に用いた０．５ｍｏｌ／ｌ水酸化カリウムエタノール溶液の量（ｍｌ）
ｆ：ファクター 
【００３７】
　アルコール変性シリコーン化合物の屈折率は、１．４３以下が好ましい。より好ましく
は、１．４２以下、さらに好ましくは、１．４１以下である。屈折率が１．４３を超える
ものを使用した場合、低屈折率層の屈折率が向上し、反射率が高くなってしまうため視認
性が悪化する。屈折率の下限は１．３５以上、好ましくは１．３７以上である。
【００３８】
　添加量は、低屈折率層組成物に対し、１．０重量部以上２０．０重量部以下が好ましく
、より好ましくは３．０重量部以上１７．０重量部以下、さらに好ましくは、５．０重量
部以上１５．０重量部以下である。添加量が１．０重量部に満たない場合にはハードコー
ト層との密着性に問題が発生し、２０重量部以上の場合には、表面へのブリードアウトや
硬化不良が発生する。
【００３９】
（紫外線硬化樹脂）
　本発明で低屈折率層の形成に用いる紫外線硬化アクリル樹脂は、通常用いられる紫外線
硬化型樹脂成分であれば特に制限されない。ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、ウレタン
樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、塩化ビニル樹脂、酢
酸ビニル樹脂、紫外線硬化樹脂などの重合体またはこれらの重合体を形成する際に用いら
れるモノマーおよび／またはオリゴマーなどが挙げられる。紫外線硬化型アクリル樹脂成
分の具体例としては、多官能（メタ）アクリル系化合物を主成分とする紫外線硬化型樹脂
組成物よりなるものが好ましい。ここで（メタ）アクリルとはアクリルとメタクリルを示
す。
【００４０】
　ここで、多官能（メタ）アクリル系化合物としては、例えばトリメチロールプロパント
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リアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、イソシアヌルＥＯ変性
トリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールト
リアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトール
ペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジペンタエリストー
ルヘキサアクリレートのエチレンオキサイド付加物、もしくはエチレンオキサイドのＨを
フッ素置換したもの等の６官能（メタ）アクリル系化合物や、例えばペンタエリスリトー
ルテトラアクリレート、ペンタエリストールテトラアクリレートのエチレンオキサイド付
加物（１～８）、もしくは、エチレンオキサイドのＨをフッ素置換したもの等の４官能（
メタ）アクリル系化合物等を用いることができる。これらは１種を単独で用いても良く、
２種以上を併用しても良い。
【００４１】
（中空微粒子）
　本発明の低屈折率層に使用される中空微粒子は、特に制限されないが、無機中空微粒子
が好ましい。無機中空微粒子を構成する無機化合物としては、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｂ

２Ｏ３、ＴｉＯ２、ＺｒＯ２、ＳｎＯ２、Ｃｅ２Ｏ３、Ｐ２Ｏ５、Ｓｂ２Ｏ３、ＭｏＯ３

、ＺｎＯ２、ＷＯ３、ＴｉＯ２－Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２－ＺｒＯ２、Ｉｎ２Ｏ３－ＳｎＯ

２、Ｓｂ２Ｏ３－ＳｎＯ２などを例示することができる。なお、上記「－」は、複合酸化
物であることを示す。この中でも、特にシリカ系の中空微粒子が好ましい。この多孔質物
質の細孔内にも上記溶媒あるいは気体が存在してもよい。このときの核粒子の構成成分の
除去量が多くなると、中空微粒子の中空部分の容積が増大して屈折率の低い中空粒子が得
られるため、当該中空粒子を用いることにより低屈折率層を簡単に得ることができ、反射
防止性能に優れたものとすることができる。
【００４２】
　中空微粒子の粒径は、５ｎｍ以上２００ｎｍ以下の範囲であることが好ましく、２０ｎ
ｍ以上１００ｎｍ以下の範囲であることがより好ましい。中空シリカ系微粒子の平均粒子
径が５ｎｍ未満の場合は、粒子内部に空洞を形成することが難しく、たとえ空洞が得られ
ても充分に屈折率が下がらない場合がある。 中空シリカ系微粒子の平均粒子径が２００
ｎｍを超えると、得られる硬化膜が粒子の散乱によって白化する場合がある。中空微粒子
の粒径が上記範囲内にあることにより、低屈折率層の透明性を維持することができる。こ
こで、中空微粒子の粒径は、透過型電子顕微鏡観察による数平均粒子径である。
【００４３】
　中空シリカ系微粒子の屈折率が１.１５以上１.４５以下、さらには１．１５以上１．３
５以下の範囲にあることが好ましい。中空シリカ系微粒子の屈折率が１.１５未満のもの
は得ることが困難であり、得られたとしても粒子の外郭層が薄く粒子が割れたり、樹脂と
の混合時に樹脂が空洞内に進入して屈折率の低下が不充分となることがある。中空シリカ
系微粒子の屈折率が１.４５を超えると得られる硬化膜の屈折率の低下が不充分となり、
充分な反射防止性能が得られない場合がある。
【００４４】
（その他の成分）
　低屈折率層組成物には、本発明の趣旨を逸脱しない限りにおいて、前記紫外線硬化樹脂
、前記中空微粒子、前記アルコール変性反応シリコーン化合物のほかに、光増感剤、重合
禁止剤、重合開始助剤、レベリング剤、濡れ性改良剤、界面活性剤、可塑剤、紫外線吸収
剤、酸化防止剤、帯電防止剤、シランカップリング剤を添加してもよい。
【００４５】
　重合開始剤としては、紫外線により重合を開始させる能力があれば、特に限定はなく、
例えばモノカルボニル化合物、ジカルボニル化合物、アセトフェノン化合物、ベンゾイン
エーテル化合物、アシルホスフィンオキシド化合物、アミノカルボニル化合物などが使用
できる。
【００４６】
　具体的には、モノカルボニル化合物としては、ベンゾフェノン、４－メチル－ベンゾフ



(8) JP 5884586 B2 2016.3.15

10

20

30

40

50

ェノン、２,４,６－トリメチルベンゾフェノン、メチル－ｏ－ベンゾイルベンゾエート、
４－フェニルベンゾフェノン、４－（４－メチルフェニルチオ）フェニル－エタノン、３
,３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、４－（１，３－アクリロイル－１，３
，３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、４－（１,３－アクリロイル－１,４,
７,１０，１３－ペンタオキソトリデシル）ベンゾフェノン、３，３´,４，４´－テトラ
（ｔ－ブチルペルオキシカルボニル）ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－ト
リメチル－１－プロパンアミン塩酸塩、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－２－（
１－オキソ－２－プロペニルオキシエチル）メタアンモニウムシュウ酸塩、２－／４－イ
ソ－プロピルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジクロロチオ
キサントン、１－クロロ－４－プロポキシチオキサントン、２－ヒドロキ－３－（３，４
－ジメチル－９－オキソ－９Ｈチオキサントン－２－イロキシ－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル
－１－プロパンアミン塩酸塩、ベンゾイルメチレン－３－メチルナフト（１，２－ｄ）チ
アゾリン等が挙げられる。
【００４７】
　ジカルボニル化合物としては、１，２，２－トリメチル－ビシクロ［２.１.１］ヘプタ
ン－２，３－ジオン、ベンザイル、２－エチルアントラキノン、９，１０－フェナントレ
ンキノン、メチル－α－オキソベンゼンアセテート、４－フェニルベンザイル等が挙げら
れる。
【００４８】
　アセトフェノン化合物としては、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン
－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フ
ェニルプロパン－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－ジ-
２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシルフェニ
ルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－スチリルプロパン－１－オン重合物、ジエ
トキシアセトフェノン、ジブトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフ
ェニルエタン－１－オン、２，２－ジエトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、
２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－１－オン
、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）ブタン－１－オ
ン、１－フェニル－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム
、３，６－ビス（２－メチル－２－モルホリノ－プロパノニル）－９－ブチルカルバゾー
ル等が挙げられる。
【００４９】
　ベンゾインエーテル化合物としては、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾ
インエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインイゾブチルエーテル
、ベンゾインノルマルブチルエーテル等が挙げられる。
【００５０】
　アシルホスフィンオキシド化合物としては、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェ
ニルホスフィンオキシド、４－ｎ－プロピルフェニル－ジ（２，６－ジクロロベンゾイル
）ホスフィンオキシド等が挙げられる。
【００５１】
　アミノカルボニル化合物としては、メチル－４－（ジメトキシアミノ）ベンゾエート、
エチル－４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート、２－ｎ－ブトキシエチル－４－（ジメチ
ルアミノ）ベンゾエート、イソアミル－４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート、２－（ジ
メチルアミノ）エチルベンゾエート、４，４´－ビス－４－ジメチルアミノベンゾフェノ
ン、４，４´－ビス－４－ジエチルアミノベンゾフェノン、２，５´－ビス（４－ジエチ
ルアミノベンザル）シクロペンタノン等が挙げられる。
【００５２】
　重合開始剤の市販品としてはチバ・スペシャリティ・ケミカルズ（株）製イルガキュア
１８４、６５１、５００、９０７、１２７、３６９、７８４、２９５９、ＢＡＳＦ社製ル
シリンＴＰＯ、日本シイベルヘグナー（株）製エサキュアワン等があげられる。これらの
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光重合開始剤は、一種類で用いられるほか、二種類以上を混合して用いてもよい。 光重
合開始剤の使用量に関しては、特に制限はされないが、紫外線硬化型樹脂組成物１００重
量部に対して１～２０重量部の範囲内で使用することが好ましい。
【００５３】
　溶媒としては、例えば、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール
、イソブタノール等のアルコール類；エチレングリコール、エチレングリコールモノブチ
ルエーテル、酢酸エチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコール、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル、ジアセトングリコール等のグリコール類；トルエ
ン、キシレン等の芳香族炭化水素類；ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン等の脂肪族炭化水素；
酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル類；メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン
等のケトン類；メチルエチルケトオキシム等のオキシム類；及びこれらの２種以上からな
る組み合わせ；等が挙げられる。
【００５４】
〔ハードコート層〕
　本発明において低屈折率層は、シクロオレフィンフィルム上に直接または他の層を介し
て形成されるハードコート層上に形成される。ハードコート層を形成する材料としては、
ＪＩＳ Ｋ５７００に規定される鉛筆硬度試験で、「ＨＢ」以上の硬度を示すものであれ
ば特に制限されない。例えば、有機シリコーン系、メラミン系、エポキシ系、アクリレー
ト系、多官能（メタ）アクリル系化合物等の有機系ハードコート材料；二酸化ケイ素等の
無機系ハードコート材料；等が挙げられる。中でも、接着力が良好であり、生産性に優れ
る観点から、ウレタンアクリレート系、多官能（メタ）アクリル系化合物のハードコート
形成材料の使用が好ましい。ここで（メタ）アクリルとはアクリルおよびメタクリルを示
す。
【００５５】
　ここで、多官能（メタ）アクリル系化合物としては、例えばトリメチロールプロパント
リアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、イソシアヌルＥＯ変性
トリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペンタエリスリトールト
リアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトール
ペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジペンタエリストー
ルヘキサアクリレートのエチレンオキサイド付加物、もしくはエチレンオキサイドのＨを
フッ素置換したもの等の６官能（メタ）アクリル系化合物や、例えばペンタエリスリトー
ルテトラアクリレート、ペンタエリストールテトラアクリレートのエチレンオキサイド付
加物（１～８）、もしくは、エチレンオキサイドのＨをフッ素置換したもの等の４官能（
メタ）アクリル系化合物等を用いることができる。これらは１種を単独で用いても良く、
２種以上を併用しても良い。
【００５６】
　ハードコート層の形成方法は特に制限されず、上記材料の塗工液をスピンコート法、デ
ィップ法、スプレー法、スライドコート法、バーコート法、ロールコーター法、スクリー
ン印刷法等、公知の方法によりシクロオレフィンフィルム上に塗工し、紫外線等のエネル
ギー線を照射し硬化させて形成する方法が挙げられる。紫外線で硬化する材料を使用する
場合、塗布後のハードコート形成材料を紫外線照射により硬化させる照射時間は通常０．
０１秒から１０秒の範囲であり、エネルギー線源の照射量は、紫外線波長３６５ｎｍでの
積算露光量として、通常４０ｍＪ／ｃｍ２から１０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲である。また
、紫外線の照射は、例えば窒素及びアルゴン等の不活性ガス中において行ってもよく、空
気中で行ってもよい。
【００５７】
　シクロオレフィンフィルム上に形成されるハードコート層の平均厚みは、通常０．５μ
ｍ以上３０μｍ以下、好ましくは２μｍ以上１５μｍ以下である。ハードコート層の厚さ
はこれよりも厚すぎると視認性で問題になる可能性があり、薄すぎると耐擦傷性が劣る可
能性がある。
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【００５８】
　ハードコート層のヘイズは、０．５％以下、好ましくは０．３％以下である。このよう
なヘイズ値であることにより、本発明のハードコートフィルムをフラットパネル表示装置
やタッチパネル表示装置として好適に使用することができる。
【００５９】
　ハードコート層形成材料には、本発明の趣旨を逸脱しない限りにおいて、有機粒子、無
機粒子、光増感剤、重合禁止剤、重合開始助剤、レベリング剤、濡れ性改良剤、界面活性
剤、可塑剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、帯電防止剤、シランカップリング剤等を添加し
てもよい。
【００６０】
　有機粒子の例としては、（メタ）アクリル、スチレン-アクリル共重合体、ポリスチレ
ン、ポリカーボネート、オレフィン、ポリエーテル、ポリエステル、ウレタン、ポリエス
テル、シリコーン、ポリシラン、ポリイミドおよびフッ素粒子からなる群から選択される
少なくとも１種類が挙げられ、１種のみを用いてもよいし、２種以上を用いてもよい。こ
の中でも、（メタ）アクリルが好ましい。
【００６１】
　有機粒子の平均粒子径は、１．０μｍ以上、３．０μｍ以下、好ましくは１．５μｍ以
上、２．５μｍ以下である。ここで平均粒子径は、数平均粒子径であり、レーザー回折・
散乱法により測定することができる。また、有機粒子の含有量は、紫外線硬化型アクリル
樹脂固形分１００重量部に対して、０．５重量部以上１０重量部以下、好ましくは、１．
０重量部以上８．０重量部以下、さらに好ましくは、１．５重量部以上６．０重量部以下
である。
【００６２】
　無機粒子の例としては、シリカ（オルガノシリカゾルを含む）、アルミナ、チタニア、
ゼオライト、雲母、合成雲母、酸化カルシウム、酸化ジルコニウム、五酸化アンチモン、
酸化亜鉛、フッ化マグネシウム、スメクタイト、合成スメクタイト、バーミキュライト、
ＩＴＯ（酸化インジウム／酸化錫）、ＡＴＯ（酸化アンチモン／酸化錫）、酸化錫、酸化
インジウムおよび酸化アンチモンからなる群から選択される少なくとも１種類以上が挙げ
られる。この中で、表面硬度の向上効果を特に高くすることができ、強度を特に高くする
ことができ、所望の屈折率が得られることからシリカ微粒子が好ましい。また、ハードコ
ート層の屈折率を調整するために、酸化ジルコニウムや酸化アンチモンのような高屈折率
粒子とシリカ粒子を併用しても良い。
【００６３】
　無機粒子にシリカ微粒子を使用する場合は、表面未処理のシリカ微粒子を使用すること
が好ましい。表面未処理シリカ微粒子はＪＩＳ　Ｋ　５１０１に規定する吸油量測定方法
によって算出した吸油量が２５０ｍｌ／１００ｇ以上であるものをいい、未処理シリカ微
粒子を使用することによって、ハードコート層とシクロオレフィンフィルムとの密着性を
発現することができる。
【００６４】
　無機粒子の平均粒子径は、１００ｎｍ以下であり、好ましくは７０ｎｍ以下、さらに好
ましくは、５０ｎｍ以下である。１００ｎｍ以上を超える場合は、光の散乱が発生し、ハ
ードコートの透過率が低下したり、着色したりして透明性の観点から好ましくはない。こ
こで平均粒子径は、有機粒子と同様に数平均粒子径であり、レーザー回折・散乱法により
測定することができる。
【００６５】
　無機粒子の含有量は、紫外線硬化型アクリル樹脂固形分１００重量部に対して、１０重
量部以上２００重量部以下、好ましくは、２０重量部以上１８０重量部以下、さらに好ま
しくは、４０重量部以上１５０重量部以下であるかつ無機粒子の含量することができる。
含有量が上記範囲内である場合に、ハードコート層とシクロオレフィンフィルムとの密着
性を発現することができる。また、前記有機粒子の平均粒子径および含有量が前記範囲内
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を含有させることによりブロッキング防止の効果およびすべり性を発現することができる
。
【００６６】
　レべリング剤としては、一般的なレべリング剤を使用できるが、例えば、フッ素系ノニ
オン界面活性剤、アクリル系レべリング剤、シリコーン系レべリング剤などが挙げられ、
これらの１種または２種以上を使用することができる。を使用することができ、その中で
もアクリル系レべリング剤が好ましい。レべリング剤の使用量は、ハードコート層形成樹
脂１００部に対して０．１重量部以上、２．０重量部以下用いることが好ましい。さらに
好ましくは、０．３重量部以上１．０重量部以下用いることが望ましい。レべリング剤の
使用により、予備乾燥および溶媒乾燥時に当該レベリング剤が空気界面にブリードしてく
るので、酸素による紫外線硬化型樹脂の硬化阻害を防ぐことができ、最表面においても十
分な硬度を有するハードコート層を得ることができる。さらに、アクリル系レベリング剤
は、活性度が低く表面張力を下げないことからリコート性にすぐれた特性を付与できると
いう利点がある。
【００６７】
　重合開始剤としては、紫外線により重合を開始させる能力があれば、特に限定はなく、
例えばモノカルボニル化合物、ジカルボニル化合物、アセトフェノン化合物、ベンゾイン
エーテル化合物、アシルホスフィンオキシド化合物、アミノカルボニル化合物などが使用
できる。
【００６８】
　具体的には、モノカルボニル化合物としては、ベンゾフェノン、４－メチル－ベンゾフ
ェノン、２,４,６－トリメチルベンゾフェノン、メチル－ｏ－ベンゾイルベンゾエート、
４－フェニルベンゾフェノン、４－（４－メチルフェニルチオ）フェニル－エタノン、３
,３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、４－（１，３－アクリロイル－１，３
，３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、４－（１,３－アクリロイル－１,４,
７,１０，１３－ペンタオキソトリデシル）ベンゾフェノン、３，３´,４，４´－テトラ
（ｔ－ブチルペルオキシカルボニル）ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－ト
リメチル－１－プロパンアミン塩酸塩、４－ベンゾイル－Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－２－（
１－オキソ－２－プロペニルオキシエチル）メタアンモニウムシュウ酸塩、２－／４－イ
ソ－プロピルチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、２，４－ジクロロチオ
キサントン、１－クロロ－４－プロポキシチオキサントン、２－ヒドロキ－３－（３，４
－ジメチル－９－オキソ－９Ｈチオキサントン－２－イロキシ－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル
－１－プロパンアミン塩酸塩、ベンゾイルメチレン－３－メチルナフト（１，２－ｄ）チ
アゾリン等が挙げられる。
【００６９】
　ジカルボニル化合物としては、１，２，２－トリメチル－ビシクロ［２.１.１］ヘプタ
ン－２，３－ジオン、ベンザイル、２－エチルアントラキノン、９，１０－フェナントレ
ンキノン、メチル－α－オキソベンゼンアセテート、４－フェニルベンザイル等が挙げら
れる。
【００７０】
　アセトフェノン化合物としては、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン
－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フ
ェニルプロパン－１－オン、１－（４－イソプロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－ジ-
２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシルフェニ
ルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－スチリルプロパン－１－オン重合物、ジエ
トキシアセトフェノン、ジブトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフ
ェニルエタン－１－オン、２，２－ジエトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、
２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルホリノプロパン－１－オン
、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）ブタン－１－オ
ン、１－フェニル－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オキシム
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、３，６－ビス（２－メチル－２－モルホリノ－プロパノニル）－９－ブチルカルバゾー
ル等が挙げられる。
【００７１】
　ベンゾインエーテル化合物としては、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾ
インエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、ベンゾインイゾブチルエーテル
、ベンゾインノルマルブチルエーテル等が挙げられる。
【００７２】
　アシルホスフィンオキシド化合物としては、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェ
ニルホスフィンオキシド、４－ｎ－プロピルフェニル－ジ（２，６－ジクロロベンゾイル
）ホスフィンオキシド等が挙げられる。
【００７３】
　アミノカルボニル化合物としては、メチル－４－（ジメトキシアミノ）ベンゾエート、
エチル－４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート、２－ｎ－ブトキシエチル－４－（ジメチ
ルアミノ）ベンゾエート、イソアミル－４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート、２－（ジ
メチルアミノ）エチルベンゾエート、４，４´－ビス－４－ジメチルアミノベンゾフェノ
ン、４，４´－ビス－４－ジエチルアミノベンゾフェノン、２，５´－ビス（４－ジエチ
ルアミノベンザル）シクロペンタノン等が挙げられる。
【００７４】
　重合開始剤の市販品としてはチバ・スペシャリティ・ケミカルズ（株）製イルガキュア
１８４、６５１、５００、９０７、１２７、３６９、７８４、２９５９、ＢＡＳＦ社製ル
シリンＴＰＯ、日本シイベルヘグナー（株）製エサキュアワン等があげられる。これらの
光重合開始剤は、一種類で用いられるほか、二種類以上を混合して用いてもよい。 光重
合開始剤の使用量に関しては、特に制限はされないが、紫外線硬化型樹脂組成物１００重
量部に対して１～２０重量部の範囲内で使用することが好ましい。
【００７５】
　溶媒としては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンシクロペンタ
ノン、シクロヘキサノンなどのケトン類； 酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル類； 
イソプロピルアルコール、エチルアルコールなどのアルコール類； ベンゼン、トルエン
、キシレン、メトキシベンゼン、１ ， ２ － ジメトキベンゼンなどの芳香族炭化水素類
； フェノール、パラクロロフェノールなどのフェノール類； クロロホルム、ジクロロメ
タン、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ
ン、クロロベンゼンなどのハロゲン化炭化水素類等があげられる。これら溶媒は１ 種を
単独で、または２ 種以上を混合して用いることができる
【００７６】
〔フラットパネル表示装置、タッチパネル〕
　本発明の反射防止フィルムは、フラットパネル表示装置やタッチパネル用途として好適
に使用することができる。
【実施例】
【００７７】
次に、実施例により本発明を更に詳細に説明する。本発明は下記の実施例に限定されるも
のではない。実施例及び比較例中の試験及び評価は以下の方法で行った。以下の説明にお
いて、量を表す「％」及び「部」は、別に断らない限り重量基準である。また、以下に説
明する操作は、別に断らない限り、常温及び常圧の条件において行った。
【００７８】
（試験法、測定法）
Ｉ．反射率
　反射防止フィルム上に直線偏光板をおき、（日本分光、製品名「Ｖ－５７０」）を用い
て測定した。
ＩＩ．耐擦傷性
　スチールウール＃００００に荷重０．０２５ＭＰａをかけた状態で、反射防止フィルム
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の表面を１０往復させ、往復させた後の表面状態を目視で観測した。
　　○：傷が認められない。
　　△：スジ傷が３本以上８本未満である。
　　×：スジ傷が８本以上ある。
【００７９】
ＩＩＩ．密着性
　いわゆる碁盤目剥離試験法により評価した。低屈折率層上からカッターにより１ｍｍ間
隔で縦横互いに直角に交わる各１１本の切れ目を入れ、１ｍｍ四方の碁盤目を１００目作
り、セロハン粘着テープ［積水化学社製］を貼り、粘着テープを表面に対して垂直方向に
引っ張って剥がす試験により、１００目中の剥離しなかった目の数で表した。
　　○：１００／１００　（剥れ無しの数）
　　△：５０～９９／１００　（剥れ無しの数）
　　×：０～４９／１００　（剥れ無しの数）
ＩＶ．干渉ムラ
　干渉ムラの発生していないハードコート面に、黒板を貼り合せ目視確認で干渉ムラのレ
ベルを観察し評価した。評価基準は下記のとおりである。
　　　○・・・干渉ムラは確認できない
　　　△・・・一部分に干渉ムラが発生していた
　　　×・・・全面に干渉ムラが発生していた
【００８０】
（ハードコート層形成用組成物の調整）
　３官能基以上のアクリロイル基を含有するウレタンアクリレートオリゴマー（ジペンタ
エリスリトールトリアクリレートを基本骨格として含む）１００部に、二酸化ケイ素分散
液（日産化学工業社製、数平均粒径２０ｎｍ）１００部と光重合開始剤（チバ・スペシャ
リティ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）６部とを加え、攪拌機を
用いて２０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、ハードコート層形成用組成物Ｈ１を
得た。
【００８１】
（低屈折率層形成組成物の調整）
（１）低屈折率層形成用組成物Ｌ１の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が１６００
ｇ／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を５部添加し、攪拌機を用いて２０
００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ２を得た。
【００８２】
（２）低屈折率層形成用組成物Ｌ２の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が１６００
ｇ／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を１０部添加し、攪拌機を用いて２
０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ２を得た。
【００８３】
（３）低屈折率層形成用組成物Ｌ３の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が１６００
ｇ／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を１５部添加し、攪拌機を用いて２
０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ３を得た。
【００８４】
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（４）低屈折率層形成用組成物Ｌ４の調製
　　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ
粒子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリ
ティ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が２５０
０ｇ／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を１０部添加し、攪拌機を用いて
２０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ４を得た。
【００８５】
（５）低屈折率層形成用組成物Ｌ５の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が５００ｇ
／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を１０部添加し、攪拌機を用いて２０
００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ５を得た。
【００８６】
（６）低屈折率層形成用組成物Ｌ６の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部を添加し、攪拌機を用い
て２０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ６を得た。
【００８７】
（７）低屈折率層形成用組成物Ｌ７の調製
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（ＤＰＨＡ）１００部に対し、中空シリカ粒
子（触媒化成製　数平均粒子２０ｎｍ）を１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャリテ
ィ・ケミカルズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）８部と官能基当量が１６００
ｇ／ｍｏｌのアルコール変性反応性シリコーン化合物を２５部添加し、攪拌機を用いて２
０００ｒｐｍで５分間攪拌することにより、低屈折率層形成用組成物Ｌ７を得た。
【００８８】
（ハードコートフィルムの製造方法）
　基材として、厚みが４７μｍの日本ゼオン社製、商品名「ＺｅｏｎｏｒＦｉｌｍ　ＺＤ
１２―１４１０８３」（以下ＺＤ１２と省略）を用いた。前記基材上に、ハードコート層
形成組成物Ｈ１を３μｍ片面に塗布し、紫外線照射（積算光量２５０ｍＷ／ｃｍ２）を行
うことにより硬化を行い、ハードコートフィルムを得た。
【００８９】
（実施例１）
前記ハードコートフィルムのハードコート層上に低屈折率層形成用組成物Ｌ１を１００ｎ
ｍ塗布し、紫外線照射（積算光量３００ｍＷ／ｃｍ２）を行うことにより硬化を行い、反
射防止フィルムを得た。得られた反射防止フィルムの物性等を測定した結果を表１に示す
。
【００９０】
（実施例２）
　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ２を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルムの物性等を測定した結果を表１に示す。
【００９１】
（実施例３）
　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ３を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルムの物性等を測定した結果を表１に示す。
【００９２】
（実施例４）
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　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ４を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルムの物性等を測定した結果を表１に示す。
【００９３】
（実施例５）
　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ５を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルム５の物性等を測定した結果を表１に示す。
【００９４】
（比較例１）
　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ６を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルム６の物性等を測定した結果を表１に示す。
（比較例２）
　前記ハードコートフィルムのハードコート層上に、低屈折率層形成用組成物Ｌ７を１０
０ｎｍ塗布する以外は実施例１と同様にして、反射防止フィルムを得た。得られた反射防
止フィルム７の物性等を測定した結果を表１に示す。
【００９５】
【表１】

【００９６】
　上記結果から、実施例１～４の反射防止フィルムは干渉ムラ、耐擦傷性、密着性とも満
足するものであった。アルコール変性反応性シリコーン化合物を含まない低屈折率層組成
物を使用した比較例１では密着性、耐擦傷性に劣り、アルコール変性反応性シリコーン化
合物を２０．０重量部を超えて使用した比較例２は、干渉ムラが発生した。
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